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（事業の目的） 

第１条  株式会社はんどが運営する「株式会社はんど」、「はんど下関営業所」及

び「はんど山口営業所」（以下「事業所」または「本社」「下関営業所」「山

口営業所」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に

関する事項を定め、事業所の介護福祉士、義肢装具士、保健師、看護師、

准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士又は厚生労働大臣が指定

した専門相談員講習会修了者、若しくは都道府県がこれと同等以上の講習

を受けたと認める者（以下「専門相談員」という。）が要介護状態又は要

支援状態にある高齢者に対し適正な特定福祉用具・介護予防福祉用具を提

供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業の実施にあたっては、利用者の意思を尊重して常に利用者の立場に立

ったサービスの提供に努めるものとする。 

  １．事業所の専門相談員は利用者の心身の状況、希望及びそのおかれて 

いる環境を踏まえた適切な特定福祉用具の選定の援助、取付、調整 

等を行い特定福祉用具を販売することにより利用者の日常生活上の 

便宜を図り、その機能訓練に資するとともに、利用者を介護する者 

の負担の軽減を図る。 

  ２．事業の実施にあたっては地域との結びつきを重視し市町村、他の居 

宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提

供する者との連携に勤める。また、提供したサービスの内容等を記

録するとともに申し出のあった場合には利用者に対し情報を提供し

なくてはならない。 

 

（事業所の名称及び所在地） 

第３条  各支店の名称及び所在地は、次の通りとする。 

   

名 称：株式会社はんど 

所在地：宇部市助田町７番１３号 

 

名 称：はんど下関営業所 

所在地：下関市長府扇町９番５号 

 

名 称：はんど山口営業所 

所在地：山口市朝田流通センター６０１番１３号 



（従業者の職種、員数及び職務内容） 

第４条  事業所に勤務する職種、員数、職務内容及び専門相談員の数は下表の通 

りとする。 

 

職種 員数 職務内容 

管理者 

本社 1 名 
事業所の従業者の管理及び業務の

管理を一元的に行う。 
下関営業所 1 名 

山口営業所 1 名 

専門相談員 

本社 8 名 特定福祉用具販売計画（介護予防特定

福祉用具販売計画）を作成し 適切な福

祉用具の選定の援助、取付け、調整等

を行う。 

下関営業所  4 名 

山口営業所  2 名 

 

事業に係る専門相談員の員数 

常勤/非常勤 常勤 非常勤 

専任/兼務 専任 兼務 専任 兼務 

本社  8 名 1 名 －名 －名 

下関営業所 4 名 1 名 －名 －名 

山口営業所  2 名 1 名 －名 －名 

  

（営業日及び営業時間） 

第５条 営業日及び営業時間は下表の通りとする。 

  

  営業日 営業時間 休業日 

本社 月～金曜日 

※土曜日は電話受付

及び緊急対応のみ 

9：00～18：00 

日曜日・祝日 

お盆 

年末年始 

下関営業所 

山口営業所 

     ※都合により休業、営業時間の切り上げを行う場合があります。 



（特定福祉用具販売・介護予防特定福祉用具販売の提供方法、取り扱う種目及び利用料その他の費用の額） 

第６条 特定福祉用具販売・予防介護特定福祉用具販売の提供方法、取り扱う種目、

利用料その他費用の額の定めは次の通りとする。 

 

① 特定福祉用具販売・予防介護特定福祉用具販売の提供方法 

 

 

 

 

 

 

 

①利用者からのご相談・お問い合わせには、専門相談員が対応。 

②居宅支援事業者にお申し込み、ケアプラン作成のご依頼をされていない場合、事業 

者を紹介。 

 

 

①個々の利用者が在宅生活に最も適した福祉用具についてアドバイスを行う。 

②販売サービスの仕組み、料金お支払方法などの説明を行う。 

③利用者及びご家族の要望を踏まえて、 商品の最終選定を行う。 

 

 

①個々の状況や要望を踏まえて、個別援助計画書を作成。 

②作成した個別援助計画書の内容を説明し交付。 

  

 
① 商品の選定が適切であるか、身体上あるいは精神上も取り扱いに問題が無いかどうか確

認する。 

② 取り扱い方法等の重要事項について確認していただく。 
③ 商品代金を集金する。 

①  

 
① 介護保険福祉用具購入費給付の対象となる商品であって、年間の支給限度額範囲内であ

れば申請を行う。 

② 申請書類に必要事項を記入していただき、各市町村へ提出する。 

 

 

 

① 取扱い方法や故障など、個別に調整が必要な時には再度訪問し対応する。 

 

 

居宅介護支

援事業者 

１．ご相談お問い合わせ 

２．福祉用具選定への助言 

３．個別援助計画書の作成及び交付 

４．商品の納品、調整及び説明 

６．アフターサービス 

５．福祉用具購入費支給申請 

ご利用者 

ご家族 



② 取り扱う品目 

種目 機能又は構造など 

腰掛便座 

和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの 

和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの（腰掛式に変換する場合に高さを補うものを含む。） 

洋式便器の上に置いて高さを補うもの 

電動式又はスプリング式で、便座から立ち上がる際に補助できる機能を有しているもの 

室内用ポータブルトイレ、水洗ポータブルトイレ 

自動排泄処理装置の 

交換可能部品 

レシーバー、チューブ、タンク等のうち、尿や便の経路となるもの 

要介護者又はその介護を行う者が容易に変換できるもの 

入浴補助用具 

座位の保持、浴槽への出入り等の入浴のとき、補助を目的とする用具であること 

入浴用いす・浴槽用手すり・浴槽内いす・入浴台・浴室内すのこ・浴槽内すのこ・入浴

介助用ベルト 

簡易浴槽 
空気式または折りたたみ式等で、容易に移動でき、取水又は排水のために工事を伴わな

いもの 

移動用リフトの     

釣具部分 
身体に適合するもので、移動用リフトに連結可能なものであること 

排泄予測支援機器 
膀胱内の状態を感知し、尿量を推定するものであって、排尿の機会を居宅要介護者等又

は、その介護を行う者に通知するもの 

 

③ 販売費用とその他費用の額 

１．福祉用具の販売費用は別途料金表（カタログ）によるものとする。 

２．第７条に定める通常の実施地域を越えて行う事業に要した交通費は、事   

業所から当該目的地までの距離で換算し、1㎞あたり片道300円とする。 

  ３. 指定福祉用具の搬入に特別な措置が必要な場合に要する費用については、 

実費とする。 

④ 貸与と販売の選択制について 

         1．対象品目  

 固定用スロープ 

歩行器（歩行車を除く）、 

単点杖（松葉杖を除く） 

多点杖 

         ２．選択制対象の福祉用具の提供について、福祉用具専門相談員または介護 

支援専門員が、福祉用具貸与または特定福祉用具販売のいずれかを利用 

者が選択できることを、利用者等に対し十分説明したうえで、利用者の 

選択に当たって必要な情報を提供し、医師や専門職の意見、利用者の身 

体状況等を踏まえて提案を行う。 



         ３．選択制対象の福祉用具を、特定福祉用具販売で提供するにあたっては、 

福祉用具専門相談員が、特定福祉用具販売計画の作成後、その目標の達 

成状況を確認する。また、利用者等からの要請等に応じて、販売した福 

祉用具の使用状況を確認するよう努めるとともに、必要な場合は使用方 

法の指導、修理等（メンテナンス）を行うよう努める。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第７条  １. 事業の実施地域は、以下の通りとする。 

    本社    …山口県宇部市/山陽小野田市 

    下関営業所 …山口県下関市 

    山口営業所 …山口県山口市/防府市/長門市/美祢市 

   

（衛生管理等） 

第８条  事業所の管理者は、従業者の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を

行うものとする。  

 

 

（福祉用具専門相談員の資質の向上） 

第９条  福祉用具貸与（販売）に関する必要な知識の習得及び能力の向上といった自

己研鑽に常に努めることとする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１０条  １. 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるも 

のとする。 

① 虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

② 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

③ その他虐待防止のために必要な措置 

２. 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の 

家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を

発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

         ３．身体拘束は原則としてすべて高齢者虐待に該当する行為と考えられ、 

           利用者または他の利用者等の生命、または身体を保護するため緊急やむ 

を得ない場合を除き、身体的拘束を行ってはならない。 

身体的拘束を行う場合には、身体拘束の内容、目的、時間、期間などを 

高齢者本人や家族に対して十分に説明し、理解を求めるとともに、利用 

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない 

ものとする。 



（その他運営に関わる重要事項） 

第１１条  特定福祉用具販売・予防介護特定福祉用具販売は以下の事項に留意して事業 

  を行う。 

１．職員の研修 

①採用時研修を入社 3ヶ月以内に行う。  

②継続研修を年 1回以上行う。 

   ２．秘密の保持 

    ①従業者は業務上知り得た、利用者またはその家族の秘密を保持する。 

    ②従業者であった者は、業務上知り得た、利用者またはその家族の秘密 

を保持させるため、従業者でなくなった後においても、これらの秘密 

を保持すべき旨の徹底を図る。 

    ③サービス担当者会議において、利用者の個人情報を用いる場合は、利 

用者の同意を、利用者家族の個人情報用いる場合は、当該家族の個人 

情報をあらかじめ文書により得る。 

 

３．掲示及び目録の備え付け 

  ①従業者の見やすい場所に運営規定の概要を掲示し、サービス利用申込 

   者のサービスの選択に資するように勤める。 

  ②サービス利用申込者のサービス選択に資するよう、取り扱う福祉用具 

の品目･品名･販売価格などを記載した目録を事業所に備え付ける。 

４．正当な理由なく福祉用具販売サービスの提供を拒まない。 

５．自社によるサービス提供が困難な場合は、速やかに適当な他の指定特定 

福祉用具販売・介護予防特定福祉用具販売を紹介するなどの措置を講じる。 

６．要介護認定を受けていない利用申込者に対しては、当該利用者の意向を 

  踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行う。 

７．居宅サービス計画が作成されている場合には、計画に沿ったサービスを 

提供すると共に利用者に計画の変更の意向がある時は必要な援助を行う。 

   ８．利用者の要介護認定などにつき、認定審査会意見が付されている場合に 

は、認定審査会意見に配慮して特定福祉用具販売・介護予防特定福祉用 

具販売サービスを提供する。 

   ９．従業者に身分を保証する書類を携行させ、利用者又は家族から求められ 

    たときは、これを提示するものとする。 

１０. 緊急の事態が発生した場合には以下のように対応する。 

①事故発生等の受付、緊急事態対策チームの編成。 

②事故等の機関（担当居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、市 

町村など）への連絡、指示受け。 



③必要な処置の実施。損害賠償、補償の有無確認および説明。 

④事故発生原因の追及と検証。 

⑤事故防止委員会の開催、外部機関の助言による事故防止策の策定。 

⑥事故に際し採った処置について記録をし、２年間保管する。 

１１.  利用者からの相談、又は苦情などに対する窓口を設置し、文書で記録し 

２年間保管する。 

１２.  サービスの提供記録、事故発生時の記録、市町村への通知、苦情処理 

並びに介護報酬請求に関する記録については、整備の上、完結してから 

５年間保存する。 

１３. この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は株式会社はんど

で定める。 

 

 



附則：この規程は平成 18年 2月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 19年 11月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 20年 4月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 21年 2月 9日から施行する 

附則：この規程は平成 23年 1月 17日から施行する 

附則：この規程は平成 23年 5月 24日から施行する 

附則：この規程は平成 23年 6月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 24年 2月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 24年 7月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 24年 11月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 24年 6月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 25年 11月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 26年 4月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 26年 8月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 27年 4月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 27年 8月 20日から施行する 

附則：この規程は平成 27年 10月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 28年 4月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 29年 1月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 29年 8月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 29年 10月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 30年 4月 1日から施行する 

附則：この規程は平成 31年 4月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 2年 1月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 2年 2月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 2年 4月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 2年 5月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 2年 10月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 2年 12月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 3年 1月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 3年 4月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 3年 9月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 4年 4月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 4年 9月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 5年 12月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 6年 4月 1日から施行する 



附則：この規程は令和 7年 4月 1日から施行する 

附則：この規程は令和 8年 4月 1日から施行する 

 


